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研究者の採用

千葉大学 中原秀登

1.は じ め に

 企業活動のグローバル化の進展とともに，日本

企業 もこれまでの米欧先進国か らの一方的な技術

導入か ら独創的な技術を自主的に開発 していかね

ばならなくなっている。その中で，独創的な研究

開発を担 う研究人材の確保をはじめ，彼 らを高度

に動機づけていくためのキャリア形成のあり方が

重要な課題となってくる。日本企業は， これまで

米欧先進国ヘキャッチアップしていくたあ，所与

の開発目標に対 して規模の経済性を発揮 していく

べ く同質的な研究者集団により効率的に研究開発

を進あてきた。

 しかしながら今後，独創的な自主開発体制の構

築が求められる中で，それに伴 って生 じる異質な

発想や高度な専門能力をもつ研究人材をあぐって

の需給 ミスマッチの問題，あるいはキャリア形成

をめぐる研究者の処遇問題に対 しては， これまで

多 くの日本企業が一様にとってきた長期雇用を前

提 とした研究人材の採用，キャリア形成に関わる

年功的要因に関連づけられた画一的な管理 システ

ムでは，それらの問題への対応がますます困難と

なり，その見直しが迫 られることになろう。

 そこで本稿では， グローバルな自主開発時代に

求められている研究人材の管理システムのあり方

について，なかでも研究人材の採用とキャリア形

成の問題に焦点をあてて，その現状分析を，本研

究プロジェクトでの質問紙調査[以 下では本調査

と略す]に 基づいて考察 してい くこととする。

2.研 究人材の採用 システム

 1.研 究者の入職

 日本企業の研究開発活動の人的担い手である研

究人材 については，一方で産業技術 の高度化 に

伴ってより高度な研究人材に対する需要が高まっ

ている1)。それに反 して，研究人材の供給源となる

理工系学部や大学院への進学の停滞2)により，高

学歴な研究人材をあぐる需給ギャップの問題がま

すます深刻化 している3)。

 この問題は，企業にとって高度な研究人材を確

保すべ く採用システムをはじめ，企業内の研究人

材を有効活用 していくためのキャリア形成などの

管理システムの見直 しを迫ることとなる。 という

のも，長期雇用を前提とする日本企業における研

究人材の確保は，一一般的に企業内での人材の育

成 ・キャリア形成と一体的で閉鎖的な関係にある

ことが多いからである。そこで，まずは研究人材

を確保すべく採用 システムのあり方からみていこ

う。

 (1)研 究者の入職経路

 では，新卒定期採用により企業内で長期雇用さ

れる日本企業の採用 システムを特徴づけている要

因として，その入職経路の現状からみていこう。

表1よ り，日本での研究者の入職経路 としては，

「大学の先生の紹介」(46.5%)が 最も多 く，ついで

「自分か ら直接企業へ応募」(15.2%)， 「大学の先

輩 の紹介」(9.9%)， 「大学就職担当部門の紹介」

(9.6%)の 順 となっており，大学の先生を中心とし

た大学研究室単位での入職経路による採用が多 く

なっている。さらにこの入職経路を，米欧の研究

技術者と比較 してみてい くと，同表より 「自分か

ら直接企業へ応募」(米 国39.9%， 英国55.0%，

ドイ ツ53.9%)や 「広 告 に よ る応 募」(米 国

4.9%， 英国16.5%， ドイッ20.7%)に よる米欧研

究技術者の入職経路の割合が，日本の研究者と比

べて相対的に多 くなっている。

 こうした日本と米欧での入職経路の違いは，一

つに米欧では，研究者の学歴や博士号取得などの

資格に基づ く処遇が日本以上に厳格に行われるこ

とに求あ られよう4>。すなわち米欧企業での研究

者個人の資格に基づ く厳格な処遇が，まさに研究

者の希望が受け入れ られる，いわば最良の待遇を

求あて研究者自らが企業を選ぶ自力型の入職経路
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注)英 国， ドイ ッ， 米国 の数値 は，(財)日 本生産性本部 『英国の技術者 ・日本の技術者』1990年
，61頁 ， 同

  『ドイツの技術者 ・日本 の技術者』1990年 ，73頁 ， 同 『米 国の技術 者 ・日本の技術者』1991年 ，71頁 か
  らの もので ある.

を強めることとなろう。このことが，ひいては研

究者の転職活動を活発化 し，労働市場の流動化を

もたらすことにもっながろう。

 それに対 して，キャッチアップすべ く所与の開

発目標に対 して，同質的な研究人材によるスケー

ルメ リットを追求 してきた日本企業にとって，研

究者個人の資格に基づ く処遇上の差異を大 きく設

けず5)，専門分野の明確でかつ大量の研究人材の

供給源である大学を中心とした研究室と企業の間

での，いわば他力型の入職経路を活用することが

有効であったといえよう。なかでも他の職種と比

べて研究職の場合，研究領域ごとに高度に専門細

分化されており，入職にあたっては大学での専攻

分野 と企業内での仕事 内容(研 究内容)と のより

強い関連づけが求められることとなる。 この関連

性を最 もよく把握できるのが，継続的に学生を企

業に送り出 しかつ受け入れてきた大学研究室と企

業の関係である。その結果，大学の研究室が日本

の研究者の入職経路 において大 きな役割を果たす

こととなったといえよう。

 いずれにしても日本企業の場合，研究者の採用

にあたって，その入職経路の現状から，大学研究

室単位での入職ルー トが研究者の採用において大

きな役割を果たしていた。その関係が，企業内に

おいて も学閥ないし同質化 した研究者集団を形成

しやす くし，ひいては研究者の労働市場を企業内

で固定化 してい く遠因となってきたといえよう。

 (2)入 職ルー トの変化

 近年，研究人材をあ ぐる需給 ギャップが拡大

し，とくに若手研究者を中心に新卒者の採用難が

予想される中で6)，その採用にあたって研究者の

入職経路における変化がみ られないであろうか。

それについて，若手研究者(20歳 代後半か ら30

歳代)と 中高年研究者(40歳 以降)の 入職経路を，

表1よ り比較 してみていこう。若手研究者では，

中高年研究者に比べて相対的に 「大学の先生の紹

介」の割合が低 く，代わって 「自分から直接企業

へ応募」の割合が高 くなっている。

 このことか ら，中高年研究者 ほど大学研究室

ルートによる入職経路の傾向が強 く，これまでの

大学研究室と企業 との密接的な関係に基づ く 「他

力型」の入職経路による採用の強いことが，それ

に対 して若手研究者ほど自分から直接企業へ応募



するなど，米欧でみられるような個人の就職に対

しては自らの責任でもって行動するという自力型

の入職経路による採用の強 くなっていることが看

取される。 したがって今後，企業における研究人

材をあぐる需給ギャップが拡大 し，新卒研究人材

の獲得が困難 となってくる中で， 日本の研究者の

入職ルー トにおいても，若手研究者を中心に研究

者自らがより有利な能力発揮や処遇を求めて企業

を選択 していく米欧型の自主的な入職経路による

採用がます ます活発化 していくものと考え られ

る。

2.採 用 シス テ ムの 多様 化

 (1)中 途採用

 ところで，急速に高度化かつ多様化する企業の

研究開発活動に対 しては，新卒採用による企業内

での固定化 した研究人材の活用だけでは，機動的

かっ十分な対応がますます困難となってくる。と

くに新規な研究開発の分野に対 しては，その研究

人材の採用にあたっては大学研究室とのコンタク

トが少ないことから，大学研究室ルートによる新

卒者の採用が一段と困難となって くる。そのため

既存の新卒者の長期雇用を前提とした採用システ

ムに対 して，その必要とする専門能力をもった研

究人材を機動的に外部か らスカウ トする，いわゆ

る中途採用に対する見直 しが迫 られることになろ

う。

 研究者の中途採用 については，「正規の採用方

式」としている企業は49.1%で ，検討中を含める

と74.3%の 企業で，中途採用が研究者 の採用方

式として積極的に考えられている7)。また中途採

用を導入する理由としては，「即戦力の人材確保」

(59.9%)が 最 も多 く，「異業種経験人材の確保」

(37.5%)， 「研究活動の活性化」(32.3%)， 「新卒者

の採用難」(29.6%)と なっている8)。また本調査に

おいても，研究活動の活性化にとって研究者の中

途採用が役立っ とする研究者が58.4%と ，それ

に反対する研究者の6.9%を 大 きく上回 ってい

る。このことか らも，企業が研究開発の効率化に

取り組む中で，迅速な研究人材の確保による異質

な研究能力の活用と研究活動の活性化に対 して中

一 研究人材の人的資源管理一  27

途採用が積極的に評価 されていることが窺われ

る。 このことは，また即戦力という研究者の実力

主義的な採用の活発化 とともに，実績に基づく研

究者の移動 として研究者における労働市場の流動

化の一端を表 しているといえよう。

 (2)研 究者の転職

 中途採用の活発化は，研究者サイ ドからすると

転職活動の活発化である。 しかしながら本調査で

の転職経験者の割合は6.0%と ，現段階で転職 は

きわめて低くなっている9)。このことか ら，日本企
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業の研究者の確保においては，依然として新卒者

の定期採用や内部か らの選抜が主流であり，労働

市場の流動化はまだ一般的でなく，企業内での長

期的な雇用システムが今以て根強いものであるこ

とが窺われる。

 ところで転職 は，何 らかな職務経験を積んだ後

に行われるたあ，転職活動 も職務経験年数，ひい

ては年齢によって大 きく作用 されるものと考えら

れる。そこで，年齢別の転職経験について図1よ

りみてい くと，研究者の年齢が高 くなるにっれ

て，緩やかではあるが転職経験の割合が増える，

なかで も50歳 以上の研究者では急増する傾向に

ある。また研究者の転職動機については，図2よ

り，「自分の研究テーマの追求」が29.3%と 最 も

高 く，ついで 「スカウ ト」の15.5%， 「経済的条

件」と 「前社 での人間関係の不満」のそれぞれ

13.8%， 「前社での処遇の不満」の12 .1%， 「前社

の将来性に不満」と 「前社の研究姿勢に不満」の

それぞれ10.3%と 多岐にわたっている。

 これ らのことか らも，研究者の転職は，何 らか

な職務経験を積んだ後に生 じる研究者と企業の追

求する研究テーマや処遇上のギャップなど，いわ

ば年齢に大 きく作用されるものであることが窺わ

れる。換言すると，企業にとって研究者を中途採

用ないし企業内で定着を図っていくためには，研

究者の職務経験に適合 した研究テーマの設定や経

済的報酬を中心 とした適切な処遇を図 っていくこ

とはもちろんのこと，研究者 と企業の研究姿勢お

よび企業方針に対する認識の一致を図るなど多様

な対応に迫 られているといえよう。なかで も研究

職の場合，他の職種と比べて企業組織よりも研究

対象や職種への帰属意識の高いことか ら10)，研究

者においては研究対象や職種への適応をあ ぐる転

職活動が強 くなっていくことが考えられるからで

ある。

 いずれにしてもこれまで研究人材が十分に蓄積

されていなかった日本企業にとって，研究分野が

明確でかつ研究人材の主要な供給源である大学研

究室の入職ルー トを中心とした研究人材の採用シ

ステムは，採用 リスクを小さくしなが ら，一定の

同質的な研究人材を継続的 に確保 し，キャッチ

アップすべ く研究開発活動 に対 してスケールメ

リットを発揮することで効率的な役割を果たして

きたといえよう。それはまた，同質的な研究者集

団として自社独自の研究風土に適合するように研

究者を育成 し，研究組織 との帰属意識を強めさ

せ，ひいては企業内で入社何年 とい う年功的な

キャリア管理を行っていく上できわめて有効な採

用システムであったといえよう。 したがってこう

した採用 システムが， 日本企業 において研究人材

を企業内で長期的に雇用 し，いわば研究人材の労

働市場を企業内で固定化 していく遠因ともなって

きたといえよう。

 しか しなが ら現在，研究人材に対する長期的な

需給のバ ランスが崩れ，なかで も高度で独創的な

研究開発の分野で機動的な研究人材の活用にウェ

イトをおいた リクルート競争が激化 している。こ

れに対 して， これまでの同質的な研究者集団を形

成 しやすい大学研究室の入職ルー トを基盤とした

採用 システムだけでは，独創的な研究能力をもっ

た研究人材を機動的に確保できないばかりか，研

究組織に入 ってからも大学での先輩や後輩 とのつ

なが りが継続され，研究者の発想が同質化されや

す く，場合によっては研究活動において若手研究

者の自由な発想が抑制されることにもなりかねな

い。

 そこで，研究人材の確保においても，大学研究

室の入職ルー トに基盤をお く新卒採用の他に，中

途採用や中高年研究者および文化や価値観の異

なった外国人研究者などを機動的に採用 していく

べ く多様な採用 システムを整備 していくことが必

要 となろう11)。その一つに，異質 な専 門能力や

キャリアを もつ優秀な研究者を機動的に確保 し，

異分野の知識を融合する必要性が高まってきたこ

とか ら，5年 の期限付きの年俸制で研究者を採用

してい く松下の期限付契約採用にみ られるよ う

に12)，年限性を導入する採用方法が考えられる13)。

こうした流動的な採用 システムの導入により，研

究組織の人事構成面においても自ずと可変性がも

たらされ，その結果日本企業での研究人材をあぐ

る労働市場の流動化が もたらされることにもなろ

う。

 こうした多様な採用システムの活用は，研究者

にとって自ら望む研究テーマを追求 し，独創的な
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研究成果をもたらす研究風土を育むと同時に，企

業にとって も不適切な研究人材の固定化を取 り除

くとともに，多様な研究人材を適宜活用すること

で研究組織の活性化にとっても有効なものとなろ

う14)。いずれにしてもこれまでの同一組織内での

長期雇用を前提 とした採用システムに代わって，

社会全体 としてよりオープンな研究人材の採用シ

ステムのあり方を検討 していかねばならない時期

にきているといえよう。

3.研 究者の キ ャリア管理

 1.縦 のキ ャリア形成

 ところで，日本企業において研究人材を採用 し

た後のキャリア管理は，これまで概 して新卒採用

者の長期雇用を前提として行われてきた。 しか し

なが ら研究人材の採用システムの見直 しが迫 られ

る中で，これまでのキャリア管理に対 しても新た

な見直 しが迫 られないであろうか。そこで次に，

日本企業における研究者のキャリア形成の現状分

析を通 して，そのあり方について改あてみていこ

う。

 (1)キ ャ リア形 成 パ タ ー ン

 研 究 人 材 の キ ャ リア形 成 の 実 態 に つ い て ，一 人

前 の研 究 者 ， チ ー ム リー ダー ， 管 理 者 へ の ， い わ

ば 縦 の キ ャ リア形 成 の現 状 に つ いて 図3～5よ り

み て い こ う。 一 人 前 の研 究 者 と して認 め られ る実

際 の年 齢 は，30歳 代 前 半(50.1%)を 中心 に20歳

代 後 半(20.4%)と30歳 代 後 半(22.0%)の 扇 状 の

分 布 とな って い る。 つ づ い て チ ー ム リー ダー に な

る実 際 の年 齢 に つ い て は，30歳 代 前 半(46.5%)

を 中 心 に30歳 代 後 半(33.2%)と40歳 代 前 半

(11.1%)の 年 齢 分 布 とな って い る。 さ ら に管 理 者

に な る実 際 の 年 齢 は，30歳 代 後 半(45.3%)と40

歳 代 前 半(35.9%)の2っ の 年 齢 層 が 中 心 で あ る。

 この よ うな 研 究 者 の 縦 の キ ャ リア形 成 の現 状 か

ら， 以 下 の こ とが 看 取 され る。 第 一 に， 一 人 前 の

研 究 者 と して 認 め られ る年 齢 が30歳 代 前 半 で あ
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ることから， 日本の研究者 は入社後の，いわば大

学での専門教育ないし資格取得時点では一人前の

研究者 としての十分条件 とは考えられていず，大

学教育に加えて企業内での一定期間の訓練や職務

経験を通 して，はじあて一人前の研究者 としての

必要条件と考え られていることがわかる。っつい

て，チームリーダーになる年齢は，一人前の研究

者 として認 められる年齢 よりも若干の遅 れがあ

り，さらに管理者になる年齢との間で もそれぞれ

5歳 刻みでの遅れがみられる。 ここに，縦のキャ

リア形成における研究者から管理者への単線的で

年功的なキャリア形成パターンの関係が理解 され

る。

 (2)キ ャ リア形 成 の 国 際比 較

 と こ ろで ， 先 行 調 査 で の国 際 比 較 を通 して， 日

本 研 究 者 の 縦 の キ ャ リア形 成 の特 質 につ いて み て

い こ う。 日本 と米 欧 の 研 究 技 術 者 にお け る一 人 前

の研 究 者 ， チ ー ム リー ダ ー， 管 理 者 にな るそ れ ぞ

れ の平 均 年 齢 に つ い て は， 日本 で は28.4歳 ，33.2

歳 ，33.0歳 で あ り， 米 国 で は24.7歳 ，29.8歳 ，

33.4歳 で， イ ギ リス(大 学 院 修 了 者 を対 象)で は

24.4歳 ，28.0歳 ，30.0歳 で， ドイ ッで は27 .6歳 ，

32.2歳 ，37.0歳 で あ った15>。本 調 査 お よ び 日本 の

研 究 技 術 者 と比 べ て， 米 国 とイ ギ リス の研 究 技 術

者 の キ ャ リア形 成 の平 均 年 齢 は いず れ も若 くな っ

て い る。 ま た 日本 の24.4歳 の入 社 平 均 年 齢 に 対

して ， 就 学 年 数 の 長 い ドイ ッ で の29.1歳 の入 社

平 均年 齢 の 違 い を 考 慮 す る と， ドイ ッで の キ ャ リ

ア形 成 も 日本 よ り も早 い とい え よ う。

 日本 よ り米 欧 の研 究技 術 者 に お い て キ ャ リアが

早 期 に形 成 さ れ る とい う特 徴 は， 一 つ に米 欧 で の

キ ャ リア形 成 に お い て は， 日本 以 上 に研 究 者 個 々

人 の資 格 な い しは実 績 主 義 的 な要 素 が重 視 さ れ る

こ と に よ る もの で あ ろ う。 例 え ば， ドイ ッ で は学

歴 と社 会 的 資 格 に よ り昇 進 ル ー トが 明 確 に分 け ら

れ て お り， と くに大 卒 以 上 の学 歴 を もっ 技 術 者 の

地 位 は大 変 高 く， エ リー トと して 処 遇 さ れ る16>。

しか も 日米 と比 べ て 高 等 教 育 機 関 を 通 して 少 数 の

研 究 人 材 しか 供 給 され な い 欧 州 で は， 教 育 段 階 で

既 に あ る程 度 研 究 者 は選 抜 され て お り， そ の後 企

業 に就 職 して い く こ とか ら， 入 社 後 の若 年 時 か ら

も研究者 としてのエ リー ト意識が強 くもたれ，早

期に一人前の研究者 として認められることとなろ

う。また企業サイ ドでも，少数の研究人材の中か

ら必要な人材を獲得 していくためには，研究者個

人の資格や実績による処遇上の優遇措置を図 らざ

るをえず，必然的に企業内のキャリア形成におい

て も，年功よりも研究者個々人の資格や実績を重

視 したキャリア管理が行われていくこととなる。

 それに対 して，日本と同様に大量の研究人材が

大学を中心とした高等教育機関を通 して供給され

る米国では，年齢にかかわ らず昇進の道が開けて

い る。 しか し41歳 以 上 の研 究技術 者 の うち

40.9%し か管理職 に就 けない17)といった管理職

への昇進は限 られており，管理職への昇進競争は

厳 しくなっている。とはいえ米国では，管理職の

他に研究専門職などのエキスパー トシステムが確

立されてお り，研究者のキャリアルー トの多様化

が図 られている。この多様なキャリアルー トを通

してのキャリア形成をあぐって，その客観的な評

価基準 として研究者個人の資格や実績が重視 さ

れ，それに基づいて早期にキャリアアップしてい

くケースがみられることとなる。

 それに対 して日本企業においては，研究者個人

の独創的な研究実績 もさることながら，集団によ

る研究者全員の平均的な研究業績の向上に評価の

ウェイ トがおかれてきた。 この組織協調的な研究

開発活動を維持 していくたあのキャリア管理 とし

て，米欧に比べて遅 くなるが，組織に所属する大

半の研究者を一率平等の年功的要因により緩やか

にキャリアアップさせてい く画一的なキャリア管

理がとられてきたといえよう。

 (3)希 望するキャリア形成

 今後，高度な専門能力をもつ研究人材を中心に

その需給ギャップが拡がり，研究人材の採用や活

用システムの見直 しが迫 られる中で， これまでの

キャリア形成に対する考え方に変化がみられない

であろうか。そこで，研究者の考 える望 ましい

キ ャリア形成 について，再び図3～5よ りみてい

こう。

 一人前の研究者として認められるに望ましい年

齢は，実際の年齢 と同様，30歳 代前半の43.4%



が最 も多いが，20歳 代後半が35.1%と 実際に認

められる年齢に比べて14.7ポ イ ント高 く，遅 く

とも30歳 代前半までに一人前の研究者 として認

められたいことが窺われる。チームリーダーにな

るに望ましい年齢は，実際の年齢 と比べて，30歳

代前半が51.0%と4.5ポ イント高まり，30歳 代

後半が21.7%と11.5ポ イント低下 していること

から，チームリーダーにおいても過半数で30歳

代前半までになることが望まれていることがわか

る。さらに管理者になるに望ましい年齢は，実際

の年齢と同様，30歳 代後半が45.9%と 最 も多い

が，40歳 代前半は9.9ポ イント低下 し26.0%と

なっており，30歳 代後半までに管理者になるこ

とが望まれている。

 いずれにしても研究者の考える望ましいキャリ

ア形成は，一人前の研究者，チームリーダーおよ

び管理者への段階的なキャリア形成のパターンで

は同じであるが，いずれのキャリア形成に対 して

も実際の年齢 よりもおよそ5歳 刻 みで早 くなっ

てお り，より早期のキ ャリア形成が望 まれてい

る。

 ただしその中で，キャリア形成のパターンに関

して 「年齢に関係なし」の割合が，実際の年齢 と

比べてその希望する年齢において，一人前の研究

者で6.9ポ イント上昇 し11.7%と なっており，

チームリーダーで は9.6ポ イ ント上昇 し11.9%，

管理者では12.0ポ イント上昇 し13.2%と ，それ

ぞれ少ない割合ながらも急増 している。 このこと

からも， これまで年齢に強く関係づけられてきた

年功的なキャリア形成に対 して，年齢的要素以外

の適切な評価基準(学 位や資格， あるいは研究者

個人の能力や適性など)に よる個別的なキャリア

管理が望まれていることが看取 される18>。

 確かに入社後，研究者全員に対 して十分な時間

をかけて年功的にキャリア形成 していくこれまで

の単線的な管理 システムは，管理職に向けて研究

者の動機づけを長期間にわたって維持 し，多くの

研究者による平均的な能力の発揮によって研究組

織全体の生産性を高めていく上で有効であった。

しかしながら研究者全員による平均的な貢献では

なく，研究者個々人の独創的な発想に負 うところ

の大 きい自主的な研究開発体制への転換が求めら
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れている中で， これまでのような昇進競争の中で

研究者全員に対 して時間をかけて徐々に振 るい分

けていく年功的なキャリア管理に代わり，研究者

個々人の能力や実績に対する的確かっ公正な評価

に基づく実力主義的なキャリア管理への見直しの

必要性が高まってこよう。

2.研 究者の能力判定

 (1)能 力の判定時期

 ところで， これまでみてきた縦のキャリア形成

の実態は，研究者の研究能力および管理能力の判

定時期 としてもみていくことができよう。すなわ

ち一人前 の研究者 として認め られる年齢が，30

歳代前半か ら30歳 代後半であったことから，研

究者の研究能力の判定がその年齢時期に行われて

いるといえよう。それにっつく第二の重要な分岐

点は，研究能力の判定後およそ5歳 刻みの遅れで

到来する管理能力の判定である。すなわちチーム

リーダーや管理者 になる年齢が，30歳 代後半か

ら遅 くとも40歳 代前半までであったことから，

その年齢時期を管理能力の判定時期としてみるこ

とができよう。

 いずれに して も日本企業の研究者では，30歳

代前半か ら遅 くとも30歳 代後半までに研究能力

の評価 ・判定が行われ，研究活動の リーダー的な

業務を経験 した後 に，30歳 代後半か ら遅 くとも

40歳 代前半までに管理能力の評価 ・判定が行わ

れるという，2っ の能力判定を通過 しながらキャ

リア管理が行われていくこととなる。

 こうした研究者の研究能力の判定が行われた後

に管理能力の判定が行われていくという，段階的

な研究者のキャリア形成のパターンは，一般的に

研究者の第一線 で活躍できる研究活動の期間は短

く，加齢とともに研究能力が衰える反面，それま

での社内での職務経験 を通 して管理能力が向上

し，管理者 として処遇 されていくという，いわば

単線的なキャリア管理の前提を形成 しているもの

と考えられる。そこで，今後早期のキャリア形成

あるいは個別的なキャリア管理が望まれている中

で，その前提 となる研究能力の年齢限界の関係，

および研究能力と管理能力の能力評価の関係につ
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いていま一度検討 していく必要があろう。

 (2)研 究能力の年齢限界

 研究能力の年齢限界については，古 くはレーマ

ンが1953年 に『年齢と業績』を著 し19)，その後ペ

ルッ/ア ン ドリュースが1966年 に研究者 ・技術

者の業績のピークを分析 した 『創造の行動科学』

を著 した20)。これ らの研究では，研究者の業績 は

30歳 代後半か ら40歳 代初期 にかけて下降す る

ことが示され，いずれも研究能力の年齢限界が示

唆された。また最近の基礎研究の成果に期待 しや

すい年齢層についての調査で も，過半数で 「30歳

代前半」(53.1%)に 最 も多 くの期待が寄せられて

いる21)。すなわちこれ ら調査研究における研究能

力の年齢限界を前提 とすると，必然的に年齢限界

以前の早期のキャリア形成，および年齢限界以降

の能力評価の見直しの必要性が是認 されることと

なろう。

 そこで，本調査における研究者の年齢限界につ

いてみていくと，「年齢限界がある」と答えた回答

者が57.4%で ，「なし」の回答者が42.5%と なっ

てお り，研究者の年齢限界に関 しての評価は分か

れている。さらに年齢限界がある場合，その限界

年齢 につ いて は，図6よ り 「40歳 代 前半」が

29.6%， 「40歳代後半」が22.9%で ，過半数で40

歳代が研究者の限界年齢とみ られている。

 研究者が第一線の研究活動で活躍できな くなる

年齢限界については，確かに一面で既説の40歳

代があてはまるが，他面で限界年齢については，

「個人差の問題」(29.2%)を 含 あて 「30歳 代」の

13.0%や 「50歳以上」の4.0%と ，必ずしも既説
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の40歳 代年齢限界説が一様にあてはまるとはい

えないことが理解される。またこの限界年齢にっ

いても，それは何 も限界年齢以降研究能力がなく

なることを意味するものではな く，研究能力の伸

長が難 しくなる年齢を表 したものである。

 したがって研究能力の年齢限界については，個

人差の問題 と合わせて，まさに研究者の研究分

野，資質，努力および企業の人材育成の管理シス

テムによって大 きく作用 されることとなろう。 こ

のことは， これまでの研究者全員に対する年功関

係に基づ く画一的なキャリア管理に対 して，早期

のキャリア形成を含めて研究者個々人の適性や専

門的な研究能力の伸長に合わせたキャリア管理の

見直 しを迫るものとなろう。

 (3)研 究能力 と管理能力

 日本企業におけるこれまでの加齢による管理職

への単線的なキャリア管理 に対 しては，その前提

の一つである研究能力の年齢限界説が必ず しも妥

当するものではなかった。 さらに管理職への単線

的なキャリア管理の前提 となる，いわゆる研究能

力の高い研究者がその管理能力 も高いという，両

能力の高さの一一致性 について も，本調査におい

て，やや賛成 と賛成を合わせた回答者は10.5%

で，やや反対 と反対を合わせた回答者 は42.3%

と，研究能力の高さが必ず しも管理能力の高さに

一致するとは限 らない，いわゆる 「名プレイヤー

必ず しも名監督にあ らず」が証左された形となっ

ている。 このことか ら，研究能力と管理能力の段

階的な評価を区分 してい く必要性が看取 されよ

う。

 さらに単線的なキャリア管理の前提 となる研究

管理者の研究能力の必要性についても，本調査に

おいては，やや賛成 と賛成を合わせた回答者は

33.7%で ，やや反対 と反対 を合わせた回答者は

33.1%・と，その評価が分かれている。このことか

ら，確かに一方で研究管理者は，研究者に対 して

研究課題の設定か ら，研究活動の調整，評価など

を行っていかねばならないたあ，研究活動の内容

を理解できるだけの研究能力を保持 していなけれ

ばならない。 しか しなが ら他方で研究管理者 に

は，研究テーマの設定，開発資源の配分，人材の



育成や評価など22}，高度で専門的な研究能力 と異

なった管理能力の発揮に期待されていることが看

取 される。

 いずれに しても研究能力の年齢限界説の再考や

研究能力 と管理能力の評価区分か ら，研究者の

キャリア管理においては， これまでの年齢を中心

とした研究能力 と管理能力の段階的な評価に基づ

く単線的な管理職へのキャリア管理の見直しが必

要となろう。すなわち年齢に大きく捉われること

な く，かっ研究能力と管理能力の評価を明確に分

けて，研究者個々人の能力や適性に合ったキャリ

ア管理を行なっていくことが必要となって くると

いえよう。なかでも今後，研究者個々人の独創的

な専門能力に大 きく依存する自主開発活動が強く

求あられ， しかも優れた研究人材の需給ギャップ

が拡大 していく中で，中途採用など採用 システム

が多様化 し，労働市場が流動化 していくと考えら

れる。それに対 して，これまでのような研究者全

員に対する年功的要因という単一尺度による画一・

的なキャリア管理では，優秀な研究人材を引き付

けられないばかりか，高度な専門能力をもつ研究

人材を適宜にあるいは継続的に活用 していけない

であろう。

 そこで，研究者のキャリア管理にあたっては，

これまでのように年齢に捉われることなく，研究

者個々人の能力や適性に合った個別的な管理シス

テムを導入 していくことが必要となろう。またそ

の際， これまでの管理システムの前提にあった年

齢 限界説 への対応策 と して，本調査 において

72.3%の 研究者により肯定 されているように，年

齢限界その ものを意識 しないことが必要 となろ

う。さらに65.2%の 研究者により支持されてい

る専門能力を重視するような気風を育む と同時

に，真に高度な研究実績ないし優れた研究能力の

ある研究者に対 して，その高度な研究能力を継続

的に発揮 させ，活用 してい くたあの専門職制度を

はじめ23)，知識更新や管理能力を向上させるたあ

の有効な能力開発制度の整備が急務 となってこよ

う。
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4.お わ り に

 日本企業は，これまで年功的要因を中心 とした

画一的な管理システムの下で，スケールメリット

の発揮できる同質的な研究者集団によりキャッチ

アップすべ く所与の開発目標に対 して効率的な開

発活動を行 ってきた。 このシステムは，確かに多

くの研究者を管理職に向けて長時間にわたって動

機づけ，かっその平均的な能力の向上によって研

究組織全体の生産性を高めていく上で有効であっ

た。それは，また同一組織内での長期的な研究者

同士の情報の交流と共有化をスムーズに展開 し，

組織の研究開発活動 において協調関係を育み，組

織に対する高い帰属意識をもたらすとともに，企

業独 自の研究開発成果を内部に蓄積 してい く大 き

な要因 となったといえよう。

 しか しなが ら今後，研究者個々人の独創的な専

門能力に大きく依存する自主開発活動が強 く求あ

られ， しか もそれに対する優れた研究人材の需給

ギャップが拡大 していく中で，これまでの固定的

な採用システムや画一的な管理システムでは，独

創性ある研究人材を弾力的に確保 し，彼 らの能力

を十分 に発揮 させ，活用 していくことが困難 と

なっていた。

 そこで，研究人材の採用 システムにおいては，

これまでの大学研究室と企業との閉鎖的な関係に

依存 した入職ルー トによる採用システムの他に，

中途採用や期限付契約採用など採用システムを多

様化 し，必要 とする研究人材を機動的に確保 して

いくことが必要であった。 また入職後のキャリア

管理においても， これまでの年功要因に基づいた

管理職への単線的なキャリア形成から，年齢に捉

われず研究者個々人の能力や適性および研究実績

に応 じた複線的なキャリアルー トを通 しての実力

主義的なキャリア管理への転換が重要な人事施策

となっていた24)。まさにこの研究者個人の能力や

実績に焦点をあてたキャリア管理は，これまでの

企業への貢献を第一義 とする企業主導型の画一的

なキャリア管理から，実績や実力をめぐり企業へ

の貢献と研究者個人のキャリア向上 との共生をめ

ざしたキャリア管理への転換をもたらす ものとい



34

えよう。

 したがってこの実力 ・実績主義的なキャリア管

理を確立 し，機能させてい くためにも，本調査に

おいて89.4%の 研究者によりその重要性が認識

されているように，研究者の能力，適性や研究実

績を的確かっ公平に評価 し，企業内部ではもちろ

んのこと外部でも通用するような評価基準の客観

性を高めていくことがその大 きな課題 となってこ

よう。
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